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平成２４年度９月補正予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

災害復旧事業費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 新 規１，３１９，０００千円

１ 趣 旨

京都府南部豪雨により被災した土木施設の早急な復旧を図る。

事業内容

２ 事業概要

事 項 内 容
目 的

大津南郷宇治線など公共土木施設の
対 象

公共土木施設災害復旧事業費
災害復旧事業

方法等

志津川など土木施設の小規模災害復土木施設単独災害復旧事業費
旧事業

道路管理課 維持・防災担当 075-414-5261
担当課・係名 河 川 課 整 課・係 電話番号 075-414-5285備 担 当

075-414-5317砂 防 課 災 害 担 当
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平成２４年度９月補正予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

地域再建被災者住宅等支援事業費事 業 名

新規･継続の別 新 規予 算 額 ２６２，０００千円

１ 趣 旨

京都府南部豪雨により住宅等に被害を受けた府民が、早期に安定し
た生活を再建することにより、地域社会の崩壊を防止し、地域活力を
取り戻すため、被災した住宅の再建に要する経費について、「被災者
生活再建支援法」に基づく支援金に加え、府独自の制度として再建に
要する経費に対し補助及び融資を行う。事業内容

目 的

２ 事業概要
対 象

○地域再建被災者住宅等支援補助金
被災者生活再建支援法で措置されない解体等の経費や支援法適用外方法等

地域の住宅再建費用等の一部を府と市町村で補助

・府内の住宅に自ら居住し、被害を受けた者
・府内で住宅を建替、購入、補修、賃借して引き続き居住しよう対 象 者
とする者

対象経費 被災住宅の解体経費、住宅再建経費(建替 購入 補修 賃借)等、 、 、
一部破損・床上浸水※被害区分 全壊 半壊大規模半壊 ※

補 助 限 度 額 万円 万円 万円 万円支援法適用地域 150 100 150 50
(450 ) (350 ) (-) (-)(支援法支援金との合計額→) 万円 万円

万円 万円 万円 万円支援法適用外地域 300 250 150 50
※半壊、一部損壊、床上浸水の場合、賃借経費は対象外

○地域再建被災者住宅等融資
被災住宅等の再建に要する建設･改良資金を無利子(５年間)･低利で

融資
建設資金融資 改良資金融資

対象者 府内の住宅に自ら居住し、被害を受けた者
工事対象 府内での住宅建替・購入 住宅補修

利率 ５年間無利子 ５年間無利子
６年目以降 低利 ６年目以降 低利

限度額 700万円 450万円
償還期間 25年以内（据置期間３年） 10年以内（据置期間３年）

担当課・係名 住 宅 課 計画担当 課･係直通電話番号 075-414-5361
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平成２４年度９月補正予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

天井川安全確保対策事業費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 新 規４３４，０００千円

１ 趣 旨

府内の天井川において、浚渫、護岸補修工事や水位計の設置等の安
全確保対策を推進する。

２ 事業概要

事業内容 ◇ 天井川水位計設置費
現在、水位計が未設置の天井川（１６河川）に、水位計を設置

目 的 し、監視体制を強化

対 象 ◇ 天井川対策事業費
二次にわたる天井川（府内２３河川）の点検に基づき、浚渫、

方法等 護岸補修工事等を実施

◇ 天井川切下げ工事費
弥陀次郎川における天井川区間の早期切り下げを図るため、工

事を前倒しして実施

河 川 課 整備担当 075-414-5285
担当課・係名 課・係 電話番号砂 防 課 防災担当 075-414-5317


